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連合総研は、平成12年度の労働省・労働基準局労働時間課の委託調査として「１週間単位の非

定型的変形労働時間制」に関する調査研究を実施することとなった。そのため島田陽一、早稲田

大学法学部教授に当該研究委員会の主査をお願いし、「30人未満の小売業、飲食店、旅館業」を

適用対象とし、労働時間の実態と就業管理について調査を行うこととなった。本報告書は、上記

業種・規模の８事業所へのヒアリング結果を中心とし、あわせて統計データからこれら業種・規

模事業所の労働時間実態を分析したものである。 

 当研究会は、ヒアリング項目を設計し「１週間単位の非定型的変形労働時間制」の普及があま

り進まない原因を検討し、ヒアリング結果と分析作業を通じて下記のことを把握した。 

①適用対象事業所の所定時間が長い  

②適用対象事業所の所定時間が実態的に短い 

③制度を知らなかった 

④就業規則の形骸化 

⑤いわゆるボーダーライン規模問題の影響 

⑥制度が使いにくい・労働者代表の協力を得にくい 
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